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川津中るけ続み進へ来未くやがか



子育てをめぐるさまざまな課題の解決に

向け、平成 24 年８月に「子ども・子育て関

連 3法」を定め、平成 27 年４月から「子ども・

子育て支援新制度」がスタートします。新

制度では、幼児期の教育・保育の総合的な

提供や待機児童の解消、地域の子ども・子

育て支援の充実などを目指しています。

･保育園では、近年未満児保育で年度途中に待機児童が発生しています。

･集団（クラス）の適正な規模を保つことのできない小規模の幼稚園、保育園があります。
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子どもと家庭を取り巻く状況と課題

中津川市のすべての子どもたちが、健
やかに伸びやかに成長できる環境づくり
をめざして、教育・保育、子育て支援に
関する取り組みを総合的に進めていくた
めに「中津川市子ども・子育て支援事業
計画」を策定しました。

パレットの、薄い色と同系色の濃い色を組み合わせる

薄くしたい場合は CMYK の構成比は変えずに、うすくする

子育て家庭を育む視点

保護者が親としての自覚と責任を持ち、愛情あふれる自分ら
しい子育てができるよう、家庭での子育て力を高める取組を
進めていきます。

すべての子どもの育ちの視点

子どもたちが健やかに伸びやかに成長できる環境
づくりのために、教育・保育の充実に取り組みます。

地域で子どもを育む視点

子どものより良い育ちの環境づくりのために、地域で
子どもや子育て家庭を見守り、支え合える仕組みづく
りに取り組みます。

この計画は、子ども子育て支援法に基づき子育て中の保護者の意

見やニーズを的確に反映した計画とします。また、次世代育成支援

対策行動計画を引き継ぐ計画としても位置づけます。

計画期間は５年を１期とし、平成 27 年度から平成 31 年度までと

します。

■ 現状

①　認定こども園の普及

幼稚園と保育園のい
いところをひとつにした
「認定こども園」の普及

を図ります。

②　待機児童解消

保育の場を増やし、待
機児童を減らして、子育
てしやすい、働きやすい
社会にします。

③　子ども・子育て
　　支援の充実

幼児期の教育・保育
や地域の様々な子育て支
援策を充実します。

１ 人口・世帯の状況

３ 就労・雇用の状況

 ･人口推計では、総人口は年々減少を続け、少子高齢化の一層の進
展が推測されます。
 ･人口減少に伴い子どもの人口も減少すると推測されます。
 ･核家族・単独世帯の増加により世帯数は増える一方で、一世帯当
たりの人数は減少しています。

２ 未婚率の状況  ･女性、男性共に晩婚化や未婚化が進んでいます。

 ･０歳～５歳児の母親では、約４割が働いていませんが、小学生の
母親では、働いていない人が約１割に減り、約８割の人が、パー
ト・フルタイムなどで働いています。

４ 幼稚園・保育園

   の状況

 ･保育園では、近年未満児保育で年度途中に待機児童が発生しています。
 ･集団（クラス）の適正な規模を保つことのできない小規模の幼稚
園、保育園があります。

■ 課題

・今後、増加する保育ニーズに対して、既存施設の有効利用や保育士の適正配置を図りつつ、待機
   児童の解消に取り組むことが必要です。 

・地域全体で子育て家庭を支え、安心して生み育てることができるように子育て支援の一層の充実
を図ることが必要です。

・特別な配慮が必要な子どもやその保護者に必要な支援を必要な時に行っていくことが必要です。

・仕事と子育ての両立を支援するために、市民、事業者、行政が協力しながら取り組むことが必要
です。

・児童虐待や子どものいじめ問題等についても、学校、家庭、地域と行政、関係機関が一体となっ
て対処することが必要です。

子ども・子育て支援新制度の概要

計画策定の背景と趣旨

大切にしたい３つの視点

子どもと家庭を取り巻く現状と課題

子ども・子育て支援新制度の概要

計画の位置付けと期間

■ 国では ■ 市では

『こんな取り組みを進めていきます』



国では

国では

子育てをめぐるさまざまな課題の解決に向け、平成２４年８月に「子ども・子育て関連 3法」

を定め、平成２７年４月から「子ども・子育て支援新制度」がスタートします。新制度では、

幼児期の教育・保育の総合的な提供や待機児童の解消、地域の子ども・子育て支援の充実な

どを目指しています。

子育てをめぐるさまざまな課題の解決に向け、平成２４年８月に「子ども・子育て関連 3法」

を定め、平成２７年４月から「子ども・子育て支援新制度」がスタートします。新制度では、

幼児期の教育・保育の総合的な提供や待機児童の解消、地域の子ども・子育て支援の充実な

どを目指しています。

計画策定の背景と趣旨

みんなで子育てやろまいか　なかつっ子プラン（Ｈ27～Ｈ31）

公立の幼稚園・保育園は、「学校規模等適正化基本計画」に基づき、次の基本的

な考え方により、認定こども園化を視野に入れた中で、適正配置を進めていきます。



■ 子育てをとりまく課題

・待機児童の受け入れ拡大

・減少する子どもの数から適正なクラス規模

・親の孤立感、不安感の増大

・早期に把握し、関係機関の連携を強し対処する

・発達に支援が必要な子どもと保護者に必要な時
    必要ような支援を提供できる体制

所得段階

第１段階

基準額×0.70※

基準額×0.75※

基準額×0.85

基準額

基準額×1.20

基準額×1.25

基準額×1.50

基準額×1.65 

基準額×1.75

基準額×1.85

基準額×1.95

基準額×0.50※

41,100円

44,100円

49,900円

58,800円

70,500円

73,500円

88,200円

97,000円

102,900円

108,700円

114,600円

29,400円

第２段階

第３段階

第４段階

第５段階

第6段階

第７段階

第8段階

第9段階

第10段階

第11段階

第12段階

対 象 者 割　　合 年額保険料

生活保護を受給している人および世帯全員が住民税非課
税で老齢福祉年金を受けている人、または、世帯全員が住
民税非課税で前年の合計所得金額と課税年金収入額の合
計が80万円以下の人

世帯全員が住民税非課税で前年の合計所得金額と課税年
金収入額の合計が80万円を超え120万円以下の人

世帯全員が住民税非課税であって第２段階に該当しない人

世帯の誰かに住民税が課税されているが、本人は住民税非課税で
前年の合計所得金額と課税年金収入額の合計が80万円以下の人

世帯の誰かに住民税が課税されているが、本人は住民税
非課税で第４段階に該当しない人

本人が住民税課税で前年の合計所得金額が120万円未満の人

本人が住民税課税で前年の合計所得金額が120万円以上
190万円未満の人

本人が住民税課税で前年の合計所得金額が190万円以上
290万円未満の人

本人が住民税課税で前年の合計所得金額が290万円以上
500万円未満の人

本人が住民税課税で前年の合計所得金額が500万円以上
800万円未満の人

本人が住民税課税で前年の合計所得金額が800万円以上
1,000万円未満の人

本人が住民税課税で前年の合計所得金額が1,000万円以上の人

計画の進行管理
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